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　研究基金以外の研究者の財政的利害関係（財政支援・株・資産・特許・科学顧問・謝金・評議員・
組織的つながり）が、米国の科学報道記事にあまり記載されていないことを指摘する解析結果が、
科学誌PLoS ONEの科学政策分野で報告された。調査によると、利害関係について言及している記
事は、全体の11％に過ぎなかった。調査を行った研究者は、一般読者が「正しい情報を得た上での
判断(informed judgement)」ができるよう、科学専門誌は開示基準をもうけ、報道記事の中にも利害
関係の有無と内容を明記するようにすべきであると述べている。なおPLoS ONE誌は、2006年12月
に創刊された、原著論文を掲載するオン・ラインのみの形式の科学誌である。「開かれた査読」が意
図されており、読者が注釈・批評・評価を書き込むことも可能である。出版を契機として公共の議
論を惹起することが意図されている。
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　世論はしばしば科学報道に大きく影響される。科
学論文の電子媒体による出版が普及しても、専門外
の一般読者にとって、印刷媒体の科学報道は良い情
報源であり続けている。最近、研究基金以外の研究
者の財政的利害関係（財政支援・株・資産・特許・
科学顧問・謝金・評議員・組織的つながり等）が、報
道記事に記載されていないことを指摘する解析結果
が、PLoS ONE 誌の科学政策分野で報告された。
　Cook 等 は、Discovery、Scienctific American、
Popular Science、Science の各誌について 5 年間の
一面記事から、基礎科学・工学・臨床研究分野の主
要な課題を 15 項目選んだ。次いで、新聞記事データ・
ベースである Lexis/NexisAcademic News 上の、
米国の紙面および有線放送の報道（2004～2005年）
から、上記 15 課題の研究に関する記事を検索した。
各課題毎に 100 の記事を無作為抽出し、重複するも
のを除いた1152 記事に関して、研究内容・財源・
利害関係・新発見に関する記述（評価・中立・批判）
など 20 項目に関して解析を行った。その結果、科
学上の発見に対しては、ほとんどが好意的に評価す
る (49%) か中立的に記載する (49%) 記事であり、批
判的な記事はわずか (2%) だった。
　このうち利害関係について言及してある記事は、
全体の 11％（132 件）しかなかった。これらは、研
究者が商品化や特許申請につながる知的財産権を持
っている場合が多かった。利害関係自体に関しては、
記載のある 132 記事のうち、5 例が好意的に評価し、
1 例が批判的、残り 126 件は中立か、判定しがたい
内容だった。評価した例はすべて、公的機関と私的
機関の連携の利益を称揚するものだった。
　記載が無かった 1020 記事から無作為抽出した 112
記事について、PubMed と Google によって原 著
論文を検索すると73 報が特定できた。その内44 報
（60％）には財政的利害関係に関する記述が認められた。
　同じような視点からの先行調査研究では、財政
的な情報を開示している科学記事について、読者が
研究結果を批判的に見る傾向があると報告されてい
る。また、財源の開示に関する方針を明記した科学
専門誌は 33% に過ぎないという。Cook 等は、一般
読者が「正しい情報を得た上での判断（informed 
judgement）」ができるように、科学専門誌は開示基
準を設け、報道記事の中には、利害関係の有無と内
容を明記するようにすべきであると述べている。
　なお、PLoS ONE 誌は、2006 年 12 月に創刊し
たオン・ラインのみの科学誌で、専門分野を問わず
に原著論文を掲載している。誰でもアクセス可能で、
論文をダウン・ロードできる。査読者は一名で、主
に手法の妥当性によって採択の可否を決定する。む
しろ出版後に、「開かれた査読（community-based 
open peer review）」を受けることを意図している。
オン・ラインで読者からの注釈・批評・評価を掲載
することが可能で、出版を契機として、公共の議論
を惹起することを見込んでいる。また、出版業務は
NPO（Public Library of Science, PLoS）によって運
営され、著作権は Creative Commons Attribution 
License (CCAL) に準じ、著者が有する。PLoS 自体
は、設立時にGeorge Soros 氏率いる Open Society 
Institute から資金援助を受けている。
　このようなオン・ラインのみの科学誌の発行も新
しい動きとなっている。
